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　 　 　 証券コード　2198
平成25年１月11日

株　主　各　位 　 　 　
　 　 佐賀県伊万里市新天町722番地５
　 　 アイ・ケイ・ケイ株式会社
　 　 代表取締役社長 金　子　和斗志

第17期定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、当社第17期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株
主総会参考書類をご検討のうえ、平成25年１月28日（月曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますよ
うお願い申し上げます。

敬　具
記

　
1. 日 時 平成25年１月29日（火曜日）午前10時
2. 場 所 福岡県福岡市博多区東月隈３丁目27－２

ララシャンス 博多の森 ヴィラ・フォーレ
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項
　 報 告 事 項 1.　第17期（平成23年11月１日から平成24年10月31日まで）事業報告、連

結計算書類及び計算書類の内容報告の件
　 　 2.　会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　 決 議 事 項　
　 　 第１号議案　剰余金の処分の件
　 　 第２号議案　定款一部変更の件

第３号議案　取締役８名選任の件　
　

以　上
　

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウ
ェブサイト（http://www.ikk-grp.jp）に掲載させていただきます。
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(添付書類)
　

事　業　報　告
(平成23年11月 1 日から
平成24年10月31日まで)

　
1.　企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、復興需要の本格化や堅調な個人消費等を背景に

回復基調をたどりましたが、欧州債務危機の深刻化による世界経済の減速や新興国経済の
成長鈍化、円高基調の為替推移等により、景気の先行きは依然として不透明な状況が続い
ております。

ウェディング業界におきましては、平成23年の婚姻件数が66万組（厚生労働省「平成
23年　人口動態統計（確定数）の概況」）とやや減少傾向にありますが、ゲストハウス・
ウェディングの需要は底堅く推移しております。一方で、専門式場やホテルのリニューア
ル、価格競争の激化、顧客ニーズの多様化等により、業界内の競合は厳しい状況が続いて
おります。

このような状況のもと、当社グループは「お客さまの感動のために！」という経営理念
に基づき、感動のウェディングを実現するため、接客力の向上を目的とした社内外の集合
研修や階層別研修を実施したほか、当社独自の営業支援システムを活用した分析等により、
多様化するお客さまのニーズに的確に対応する体制の構築に取り組んでまいりました。既
存店では、東日本大震災の影響により業績の回復が懸念されていた「ララシャンスいわき」
（いわき支店）の業績が想定以上に好転したほか、「ララシャンス太陽の丘」（金沢支店）
に１会場を増設し、伊万里、鳥栖、福岡、富山、宮崎の各支店においてリニューアルを実
施しました。また、新規店では、前連結会計年度にオープンした「キュイジーヌ フランセ
ーズ ラ・シャンス」（富山支店レストラン）及び「ララシャンスベルアミー」（盛岡支
店）、「スイート ヴィラ ガーデン」（福岡東店）の３店舗が、計画を上回って推移し、
業績の向上に貢献しました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は13,594百万円（前年同期比11.9％増）、営業
利益は1,921百万円（同44.3％増）、経常利益は1,844百万円（同45.1％増）、当期純利
益は929百万円（同333.2％増）となりました。

なお、セグメント別の概況は次のとおりであります。
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(イ)婚礼事業
前連結会計年度にオープンした３店舗の稼働に加え、「ララシャンスいわき」（いわ

き支店）の業績が想定以上に好転したほか、開業関連費用が減少したこと等により、売
上高は13,234百万円（前年同期比11.9％増）、営業利益は1,887百万円（同43.9％増）
となりました。

　
(ロ)葬儀事業

売上高は359百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は33百万円（同67.8％増）
となりました。

　
②　設備投資の状況

当連結会計年度中においては、総額655百万円の設備投資（無形固定資産を含む）を実
施いたしました。その主なものは、金沢支店の増設366百万円であります。

　
③　資金調達の状況

当連結会計年度中においては、金沢支店の増設及び自己株式取得資金として、総額594
百万円の借入を行いました。

　
④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

　
⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

該当事項はありません。
　

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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⑧　対処すべき課題
国内のウェディング業界は、結婚適齢期人口の減少や晩婚化等を背景に、挙式・披露宴

件数は、緩やかに減少傾向をたどっていくものと予想されます。しかし、伝統や格式にと
らわれないオリジナルな挙式・披露宴志向の高まりによって、ゲストハウス・ウェディン
グの市場は、順調に拡大してきました。こうしたトレンドを踏まえ、専門式場がゲストハ
ウス・ウェディングの形態へ進出してきたほか、ホテルのリニューアルや価格競争の激化
等、競合状況は一段と厳しさが増してきております。

こうした中、当社は、お客さまの意識の変化や業界・競合企業の動向を十分に踏まえ、
新郎・新婦、ご親族及びゲストの方々全員に感動していただける挙式・披露宴を提供でき
るように努め、「感動創造業」として社会に貢献していく方針であります。このため、(イ)
優秀な人財の確保と育成、(ロ)情報収集力・分析力の強化、(ハ)お客さまに関する安全対
策の強化、(ニ)既存店のクオリティの維持・強化、(ホ)接客力・企画提案力の更なる向上、
(ヘ)堅実な店舗展開、(ト)コーポレート・ガバナンスの強化の７項目を重要な課題として
かかげ、積極的に取り組んでおります。

株主の皆さまにおかれましては、今後ともより一層のご支援とご鞭撻を賜りますようお
願い申し上げます。
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(2) 財産及び損益の状況の推移
①　企業集団の財産及び損益の状況

区　　　分 第14期
平成21年10月期

第15期
平成22年10月期

第16期
平成23年10月期

第17期
(当連結会計年度)

平成24年10月期
売 上 高(百万円) 10,148 12,694 12,148 13,594

経 常 利 益(百万円) 806 1,601 1,270 1,844

当 期 純 利 益(百万円) 387 843 214 929

１株当たり当期純利益(円) 11,746.10 247.35 58.01 131.06

総 資 産(百万円) 12,353 13,510 12,159 12,905

純 資 産(百万円) 3,685 5,016 5,143 5,840

（注）1.　百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.　１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数で算出しております。
3.　第15期において、当社は、平成22年１月28日付で普通株式１株に付き100株の分割及び平成22年７

月22日を払込期日とする公募増資による400,000株の株式の発行を行っております。
4.　第15期は、第14期にオープンしたいわき支店、高知支店及び福井支店が通期稼働したことにより売上

高、経常利益、当期純利益が増加しました。また、公募増資及び当期純利益の計上により総資産及び
純資産が増加しました。

5.　第16期は、東日本大震災及び原発事故の影響により、いわき支店が一時的な営業停止を余儀なくさ
れ、減損損失及び災害による損失を計上したことにより当期純利益、総資産が減少しました。

6.　第17期の状況につきましては、前記「(1)事業の状況」に記載のとおりであります。また、平成24年
４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

②　当社の財産及び損益の状況

区　　　分 第14期
平成21年10月期

第15期
平成22年10月期

第16期
平成23年10月期

第17期(当期)
平成24年10月期

売 上 高(百万円) 9,721 12,361 11,809 12,962

経 常 利 益(百万円) 738 1,586 1,332 1,806

当 期 純 利 益(百万円) 361 849 270 901

１株当たり当期純利益(円) 10,966.25 248.96 73.25 127.12

総 資 産(百万円) 12,012 13,242 11,934 12,651

純 資 産(百万円) 3,595 4,932 5,116 5,785

（注）1.　百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.　１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数で算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。
　

②　重要な子会社の状況
会　社　名 資　本　金 議決権比率 主要な事業内容

スイート ヴィラ
ガーデン株式会社 50,000

千円
100.0％ 挙式・披露宴に関する企画・運営等のサービスの

提供

株式会社極楽 50,000
　

100.0％ 葬儀に関する企画・運営等のサービスの提供

　
(4) 主要な事業内容（平成24年10月31日現在）

①　挙式・披露宴に関する企画・運営等のサービスの提供
　

②　葬儀に関する企画・運営等のサービスの提供
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(5) 主要な事業所（平成24年10月31日現在）
①　当社

名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地

本店 佐賀県伊万里市 金沢支店 石川県金沢市

伊万里支店 佐賀県伊万里市 いわき支店 福島県いわき市

鳥栖支店 佐賀県鳥栖市 高知支店 高知県高知市

福岡支店 福岡県福岡市 福井支店 福井県福井市

富山支店 富山県富山市 盛岡支店 岩手県盛岡市

宮崎支店 宮崎県宮崎市 福岡本部 福岡県糟屋郡志免町

大分支店 大分県大分市 　 　
　

②　子会社（スイート ヴィラ ガーデン株式会社）
名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地

本店 福岡県糟屋郡志免町 福岡東店 福岡県糟屋郡久山町

　
③　子会社（株式会社極楽）

名　　　称 所　在　地 名　　　称 所　在　地

本店 佐賀県伊万里市 山代店 佐賀県伊万里市

伊万里店 佐賀県伊万里市 有田店 佐賀県西松浦郡有田町

西有田店 佐賀県西松浦郡有田町 　 　
　
(6) 従業員の状況（平成24年10月31日現在）

従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

495名 1名減 28.9歳 4.7年

（注）1.　従業員数は就業人員であります。
2.　この他、アルバイトの年間平均雇用人員（１日８時間換算）は247名であります。
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(7) 主要な借入先（平成24年10月31日現在）
借　　　入　　　先 借　入　金　残　高

株式会社三井住友銀行 1,244 百万円

株式会社佐賀銀行 1,174 　

伊万里信用金庫 361 　

株式会社西日本シティ銀行 295 　

株式会社日本政策金融公庫 165 　

（注）１.　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２.　株式会社三井住友銀行、株式会社佐賀銀行、伊万里信用金庫及び株式会社西日本シティ銀行の借入金

残高には、株式会社三井住友銀行を主幹事とする金融機関７社によるシンジケートローンの残高
2,162百万円の一部が含まれております。

　
(8) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2.　会社の状況に関する事項
(1) 株式に関する事項（平成24年10月31日現在）

①　発行可能株式総数 24,000,000株　
　　　（注）平成24年４月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）に伴い、発行可能株式総数は
　　　　　　12,000,000株増加しております。

　 　　
②　発行済株式の総数 7,437,000株（自己株式436株を含む。)

　　　（注）１．平成24年４月１日付にて実施した株式分割（１株を２株に分割）に伴い、発行済株式の総数は
　　　　　　　　3,699,500株増加しております。
　　　　　　２．新株予約権の行使により、発行済株式の総数は38,000株増加しております。　

　 　　
③　株主数 3,089名　
　 　　
④　大株主 　　

株　　　主　　　名 持 株 数（株) 持株比率（％)

株式会社エム・ケイ・パートナーズ 1,960,000 26.35

金　子　和斗志 1,459,100 19.62

金　子　晴　美 722,100 9.71
野村信託銀行株式会社（アイ・ケイ・ケイ従業員
持株会専用信託口） 349,400 4.69

アイ・ケイ・ケイ従業員持株会 258,700 3.47
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信
託口） 206,600 2.77

金　子　美　枝 150,000 2.01

金　子　和　代 150,000 2.01

金　子　和　枝 109,000 1.46

ゴールドマンサックスインターナショナル 79,700 1.07

（注）上記の持株比率は、発行済株式総数から自己株式436株を控除した株式数により算出しております。
　

⑤　その他株式に関する重要な事項
当社は、平成24年３月１日開催の取締役会決議により平成24年４月１日付けで１株を
２株に株式分割いたしました。
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(2) 新株予約権等に関する事項
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成24年10月31日現在）
　　該当事項はありません。　　　

　
②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の状況

該当事項はありません。
　

③　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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(3) 会社役員に関する事項
①　取締役及び監査役に関する事項（平成24年10月31日現在）

氏　　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

金　子　和斗志 代表取締役社長 株式会社極楽代表取締役社長

金　子　晴　美 取締役（衣裳部長） 　
松　本　正　紀 取締役（調理部長） 株式会社極楽取締役

登　田　　　朗 取締役（管理本部長兼人事部長） 株式会社極楽監査役

寺　澤　大　輔 取締役（経営企画部長）  

菊　池　旭　貢 取締役（営業部長) スイート ヴィラ ガーデン株式会社代表取締役社長

諸　岡　安　名 取締役（経営管理部長） 　

成　富　敏　幸 取締役 　
小　宮　秀　一 常勤監査役 スイート ヴィラ ガーデン株式会社監査役

白　石　秀　徳 監査役 　
武　田　野富和 監査役 　
直　江　精　嗣 監査役 株式会社グッドパートナーズ代表取締役

（注）1.　取締役成富敏幸氏は、社外取締役であります。
2.　監査役小宮秀一氏、白石秀徳氏、武田野富和氏及び直江精嗣氏は、社外監査役であります。
3.　監査役小宮秀一氏、白石秀徳氏、武田野富和氏及び直江精嗣氏は、東京証券取引所の定めに基づく独

立役員として指定し、同証券取引所に届け出ております。
4.　当事業年度中に以下の取締役の地位・担当等の異動がありました。

 氏　　　名 新 旧 異動年月日

登　田　　　朗 取締役
（管理本部長兼人事部長）

取締役
（管理本部長兼経営管理部長） 平成24年2月13日

寺　澤　大　輔 取締役
（経営企画部長）

取締役
（人事部長） 平成24年2月13日

諸　岡　安　名 取締役
（経営管理部長）

取締役
（経営企画部長） 平成24年2月13日
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5.　当事業年度末日後の平成24年12月３日付で以下の取締役は、当社の完全子会社であるアイケア株式会
社の役員を兼職しております。

氏　　　名 地位及び担当 重要な兼職の状況

金　子　和斗志 代表取締役社長 アイケア株式会社取締役

松　本　正　紀 取締役（調理部長） アイケア株式会社取締役

登　田　　　朗 取締役（管理本部長兼人事部長） アイケア株式会社監査役

寺　澤　大　輔 取締役（経営企画部長） アイケア株式会社代表取締役社長 

諸　岡　安　名 取締役（経営管理部長） アイケア株式会社取締役　

　
②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区　　　　　分 支　給　人　員 報 酬 等 の 額
取 締 役 8名 158,180千円
監 査 役 4名 10,600千円

合 計 12名 168,780千円
（う　ち　社　外　役　員） （5名) （13,450千円)

（注）1.　取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2.　報酬等の額には、当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額22,135千円（取締役８名に対し

21,135千円（うち社外取締役１名に対し750千円）、監査役４名に対し1,000千円（うち社外監査役
４名に対し1,000千円））が含まれております。

3.　平成23年１月27日開催の第15期定時株主総会において、取締役の報酬額は年額400百万円以内（う
ち社外取締役分は年額25百万円以内とし、使用人分給与は含まない。）、監査役の報酬額は年額30百
万円以内と決議いただいております。

　
③　社外役員に関する事項
(イ)重要な兼職先である法人等と当社との関係

社外監査役直江精嗣氏は、株式会社グッドパートナーズの代表取締役であります。当
社と同社の間に特別の利害関係はありません。また、社外監査役小宮秀一氏は、スイ
ート ヴィラ ガーデン株式会社の監査役であります。同社は当社の完全子会社であり
ます。

(ロ)主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。
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(ハ)当事業年度における主な活動状況
区　分 氏　　　名 主　な　活　動　状　況

取　締　役 成　富　敏　幸 当事業年度開催の取締役会19回全てに出席し、議案審議
等に必要な発言を適宜行っております。

監　査　役 小　宮　秀　一
当事業年度開催の取締役会19回全てに、また当事業年度
開催の監査役会13回全てに出席し、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

監　査　役 白　石　秀　徳
当事業年度開催の取締役会19回全てに、また当事業年度
開催の監査役会13回全てに出席し、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

監　査　役 武　田　野富和
当事業年度開催の取締役会19回全てに、また当事業年度
開催の監査役会13回全てに出席し、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

監　査　役 直　江　精　嗣
当事業年度開催の取締役会19回全てに、また当事業年度
開催の監査役会13回全てに出席し、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

(ニ)責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、
会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約
に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。
　

(4) 会計監査人に関する事項
①　名　　　称

新日本有限責任監査法人
　

②　報酬等の額
区　　　　　　　分 支　払　額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 23百万円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23百万円

（注）1.　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
2.　当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査

報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないため、上記金額にはこれらの合
計金額を記載しております。
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③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人

が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の同意を得た上で、
会計監査人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提案する方針です。

　
(5) 業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容

当社は、平成19年７月12日開催の取締役会において、取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体
制について決議し、平成22年１月28日開催の取締役会及び平成24年７月13日開催の取締
役会において、以下のとおり改定することを決議しております。
①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
・　取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するよう、経営理念、行動憲章、

「コンプライアンス規程」をはじめとする経営基本規程の他、組織運営、業務運営の
ための規程、マニュアル、通達等を定め、研修、諸会議、社内回覧等により社内徹底
を図り、これを遵守する体制を構築し運営する。また、内部監査を通じ、使用人の職
務執行の法令、定款、社内規程等の適合性を点検する。

・　取締役の職務執行を監督するために、毎月１回の定時取締役会及び必要に応じ開催さ
れる臨時取締役会において、各取締役はそれぞれの職務の執行状況を報告すると共に、
他の取締役の職務執行状況を相互に監視する。また、監査役も取締役会、その他の会
議出席を通じ、取締役の職務執行状況を監視する。

・　「内部通報者保護規程」に基づき、社内での相互監視システムと通報者の保護を確立
することにより、取締役と使用人の職務執行の適法性を確保する。

・　取締役は、反社会的勢力からの不当な要求に対して毅然とした態度で臨み、関係機関
との連携や組織一体となった対応を図るなどして、これらの勢力との一切の関係を遮
断する。

　
②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・　法令及び「文書管理規程」、「情報管理規程」、「個人情報管理規程」等社内規程に

基づき適切に保管管理を行い、取締役及び監査役はこれを常時閲覧することができる
体制を構築し運用する。

　
③　損失の危険の管理に関する体制
・　「リスク管理規程」及び「危機管理規程」に基づき、当社の経営に悪影響を及ぼす虞

のある事態（重大なコンプライアンス違反、甚大な被害が生じた災害、重大な食品事
故等）に対しその適切な対応を行う。有事の際には、社長を本部長とする対策本部を
設置し、情報連絡体制を整え、必要に応じ外部専門家も対策本部に加える等損害を極
小化する体制を構築し運用する。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・　原則月１回の定時取締役会や、必要に応じて臨時取締役会を開催し、重要な業務執行

の決定や取締役の職務執行状況の報告を受ける。加えて原則毎週１回経営会議を開催
し、具体的な業務の状況や諸問題に対応した機動的な業務の処理を行う体制を構築し
運用する。また、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」による適切な
権限の委譲を行うことにより、効率的な取締役の職務の執行を行う。

　
⑤　当該株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確

保するための体制
・　子会社を含む関係会社の統括部署を経営企画部とし、「関係会社管理規程」に基づき、

子会社の業務執行の決定事項や職務執行の状況について親会社の承認を要すべき事項
や親会社への報告事項を定める体制を構築し運用する。また、内部監査についても当
社及び当社の子会社からなる企業集団を監査対象とする。

　
⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項
・　現時点では監査役の職務を補助すべき使用人を設置していないが、監査役から求めら

れた場合には、内容について監査役と協議の上、速やかに設置する。
　

⑦　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
・　現時点では設置していないが、監査役の要請により設置した場合には、当該使用人の

指揮・命令等は監査役の下にあることとし、その人事上の取扱いは監査役の承認を得
ることとする。

　
⑧　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制
・　取締役及び使用人は監査役の出席する取締役会や経営会議にて職務の執行状況を報告

する体制を構築し運用する。また、取締役及び使用人は、監査役の要請に応じ必要な
報告及び情報の提供を行う。

・　「内部通報者保護規程」に基づく内部通報がなされた場合は、その内容、会社の対応
等の顚末につき、監査役へ報告される体制を構築し運用する。

　
⑨　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
・　監査役は代表取締役、会計監査人、内部監査室と定期的に意見や情報の交換を行うこ

とにより監査の実効性、効率性を確保する。また、「監査役会規程」、「監査役監査
規程」の改廃は監査役会が行う。加えて監査役会の要請があった場合には速やかに弁
護士等の外部専門家と直接相談ができる環境を整備する。
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⑩　財務報告の信頼性を確保するための体制
・　当社は財務報告の信頼性を確保するため、適切な内部統制システムを構築し、その運

用、評価を行うと共に、必要な是正を実施する。
　
(6) 会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成24年10月31日現在)

　 (単位：千円)
資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,217,300

2,630,545

209,691

91,552

66,071

122,921

98,657

△2,140

9,687,796

8,742,525

6,795,727

48,638

1,643,983

6,342

247,833

92,669

852,600

559,743

298,928

△6,071

流 動 負 債 3,613,777
買 掛 金 632,911

１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 80,000

１年内返済予定の長期借入金 1,026,125

未 払 法 人 税 等 608,149

賞 与 引 当 金 173,487

そ の 他 1,093,104

固 定 負 債 3,451,068
長 期 借 入 金 2,605,378

退 職 給 付 引 当 金 78,015

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 233,695

ポ イ ン ト 引 当 金 51,480

資 産 除 去 債 務 276,117
そ の 他 206,382

負 債 合 計 7,064,846
純 　 資 　 産 　 の 　 部

株 主 資 本 5,840,250
資 本 金 342,342

資 本 剰 余 金 354,909

利 益 剰 余 金 5,309,674
自 己 株 式 △166,675

純 資 産 合 計 5,840,250
資 産 合 計 12,905,097 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,905,097

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
(平成23年11月 1 日から
平成24年10月31日まで)

　 　 (単位：千円)
科　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 　 13,594,171

売 上 原 価 　 6,043,633

売 上 総 利 益 　 7,550,538

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 5,629,512

営 業 利 益 　 1,921,025

営 業 外 収 益 　 　
受 取 利 息 428 　
受 取 手 数 料 3,993 　
受 取 保 険 金    1,530     

そ の 他 3,725 9,679

営 業 外 費 用 　 　
支 払 利 息 44,299 　
株 式 公 開 費 用 26,187 　
支 払 手 数 料 10,674 　
そ の 他 5,185 86,347

経 常 利 益 　 1,844,357

特 別 損 失 　 　
固 定 資 産 除 却 損 15,177 15,177

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 　 1,829,179
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 896,121 　
法 人 税 等 調 整 額 3,484 899,606

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 　 929,573

当 期 純 利 益 　 929,573
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
(平成23年11月 1 日から
平成24年10月31日まで)

　 　 (単位：千円)

　
株　　　主　　　資　　　本

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本
合計

平 成 2 3 年 1 1 月 １ 日 残 高 336,568 340,224 4,467,036 △115 5,143,712
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 5,774 5,774 ― ― 11,548
剰 余 金 の 配 当 ― ― △86,935 ― △86,935
当 期 純 利 益 ― ― 929,573 ― 929,573
自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △191,620 △191,620
自 己 株 式 の 処 分 ― 8,911 ― 25,061 33,972

連結会計年度中の変動額合計 5,774 14,685 842,638 △166,559 696,538
平 成 2 4 年 1 0 月 3 1 日 残 高 342,342 354,909 5,309,674 △166,675 5,840,250

　 純資産
合計

平 成 2 3 年 1 1 月 １ 日 残 高 5,143,712
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 　

新 株 の 発 行 11,548
剰 余 金 の 配 当 △86,935
当 期 純 利 益 929,573
自 己 株 式 の 取 得 △191,620
自 己 株 式 の 処 分 33,972

連結会計年度中の変動額合計 696,538
平 成 2 4 年 1 0 月 3 1 日 残 高 5,840,250

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１.　連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社極楽

　 スイート ヴィラ ガーデン株式会社
２.　持分法の適用に関する事項
(１) 持分法を適用した非連結子会社数

該当事項はありません。
(２) 持分法を適用した関連会社数

該当事項はありません。
(３) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社数

該当事項はありません。
３.　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
４.　会計処理基準に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産 ………… 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
　 ①　商品
　 ・衣裳・引出物・引菓子
　 個別法
　 ・棺・骨壷・灯籠
　 移動平均法
　 ・その他の商品
　 最終仕入原価法
　 ②　原材料
　 最終仕入原価法
　 ③　貯蔵品
　 最終仕入原価法
(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用して

おります。
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主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　２～43年
機械装置及び運搬具　　２～６年
工具、器具及び備品　　２～20年

なお、事業用定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、耐用年数を定期借地権の残存
期間、残存価額を零とした償却を行っております。

②　無形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。
また、定期借地権については、残存期間に基づく定額法によっております。

③　リース資産 ……… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい
ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20
年10月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

(３) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 ……… 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金 ……… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

③　退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額
に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により、翌連結会計年度から費用処理することとしておりま
す。

④　役員退職慰労引当金 … 役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

⑤　ポイント引当金 … 当社及び連結子会社の冠婚葬祭の会員組織に加入している会員に対して付与した特
典（ポイント）の利用に備えるため、当連結会計年度末において将来利用されると
見込まれる額を計上しております。

(４) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理 … 税抜方式によっております。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用）　

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表
分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用し
ております。
　
表示方法の変更
（連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外収益｢その他｣に含めて表示しておりました｢受取保険金｣(前連結会計年度626
千円)は、金額的重要性が高くなったため、当連結会計年度において区分掲記しております。
　前連結会計年度において営業外費用｢その他｣に含めて表示しておりました｢株式公開費用｣(前連結会計年度
4,000千円)は、金額的重要性が高くなったため、当連結会計年度において区分掲記しております。
　　
追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）　

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、｢会計上の変更及び誤謬の訂正
に関する会計基準｣（企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計
基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　
（信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入）

当社は、平成23年12月12日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する当社の中長期的な企業価
値向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充及び株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じ
た当社の恒常的な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の導入を決議い
たしました。

本プランでは、当社従業員持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立する「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会
専用信託」(以下、従持信託)が、導入後５年間にわたり当社従業員持株会が取得する規模の株式を予め一括して
取得し、当社従業員持株会へ売却を行います。

当該信託契約による当社株式の取得・売却については、当社と従持信託は一体であるとする会計処理を行って
おります。従って従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに収益及び費用については連結貸借対照
表及び連結損益計算書に含めて計上しております。

なお、平成24年10月31日現在において従持信託が所有する自己株式は349,400株であります。
　



2012/12/26 16:48:44 ／ 12878525_アイ・ケイ・ケイ株式会社_招集通知（Ｆ）

連結注記表

－ 23 －

連結貸借対照表に関する注記
１.　担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。
建物 3,994,238千円
土地 1,555,717千円

計 5,549,956千円
上記に対応する債務

１年内償還予定の社債 80,000千円
１年内返済予定の長期借入金 974,325千円
長期借入金 2,468,618千円

計 3,522,943千円
２.　有形固定資産の減価償却累計額 5,173,303千円
　
連結株主資本等変動計算書に関する注記
１.　当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 7,437,000株
２.　配当に関する事項
(１) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成24年１月27日定時株主総会 普通株式 86,935 23.50 平成23年10月31日 平成24年１月30日

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
平成25年１月29日開催の第17期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり

提案しております。
①　配当金の総額 111,548千円
②　１株当たり配当額 15円00銭
③　基準日 平成24年10月31日
④　効力発生日 平成25年１月30日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
３.　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の

種類及び数
普通株式 52,600株
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金融商品に関する注記
１.　金融商品の状況に関する事項
(１) 金融商品に関する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金を主として銀行借入により調達しております。一
時的な余資は主に安全性・流動性の高い金融資産で運用しております。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク
借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、変動金利である

ため、金利の変動リスクに晒されております。
(３) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
当社は、経理規程に従い、売掛金については、各支店における管理者が債権回収状況を定期的にモニタ

リングし、債権ごとに期日及び残高を管理することにより、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
連結子会社についても、経理規程に従い、同様の管理を行っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、長期固定金利借入を利用しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社は、毎月資金繰計画を見直すなどの方法により、流動性リスクを回避しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２.　金融商品の時価等に関する事項
平成24年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

　 連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

現 金 及 び 預 金 2,630,545 2,630,545 ―

資 産 計 2,630,545 2,630,545 ―

長 期 借 入 金 (※) 3,631,503 3,637,489 5,986

負 債 計 3,631,503 3,637,489 5,986

(※)１年内返済予定の長期借入金を含めております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項
資産
現金及び預金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。
負債
長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
て算定する方法によっております。ただし、変動金利による長期借入金については、金利が一定期間ご
とに更改される条件となっているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

　
(注２)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内
（千円）

預 金 2,623,232

合 計 2,623,232

　
(注３)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 １年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

長 期 借 入 金 1,026,125 2,398,958 206,420

合 計 1,026,125 2,398,958 206,420
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資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
１.　当該資産除去債務の概要

婚礼施設等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２.　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の期間に応じて10年～41年と見積り、割引率は1.2370％～2.1810％を使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

３.　当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 270,792千円
時の経過による調整額 5,325千円
期末残高 276,117千円

　
１株当たり情報に関する注記
１.　１株当たり純資産額 824円06銭
２.　１株当たり当期純利益 131円06銭
(注)　当社は、平成24年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記では、

当該株式分割の影響を考慮し、当連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資
産額、１株当たり当期純利益を算定しております。　

　
重要な後発事象に関する注記
子会社の設立　

平成24年10月15日開催の取締役会において、子会社の設立を決議し、平成24年12月３日に設立いたしまし
た。　
１.　設立の目的　

高齢化社会の進展により、引退後も豊かな生活を送りたいと願う高齢者のニーズに応えていくため、有料老
人ホームの施設運営、通所介護、訪問介護、居宅介護支援等の介護事業を行う子会社を設立いたしました。

２.　子会社の概要
(１)名称　　　　アイケア株式会社
(２)事業内容　　介護事業
(３)資本金　　　50百万円
(４)出資比率　　当社100％
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貸　借　対　照　表
(平成24年10月31日現在)

　 (単位：千円)
資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
１年内回収予定の関係会社長期貸付金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
敷 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,077,873
2,503,402

189,801
88,327
62,842
1,050

67,137
105,209
30,000
31,050
△949

9,573,385
8,241,394
5,713,018

603,404
7,846

39,572
227,226

1,643,983
6,342

82,787
48,036
23,268
11,481

1,249,203
237,489

50
220,000
140,683

4,706
539,520
111,631
△4,877

流 動 負 債 3,514,178
買 掛 金 606,652
１ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 80,000
１年内返済予定の長期借入金 1,008,165
未 払 金 284,294
未 払 費 用 195,261
未 払 法 人 税 等 595,484
前 受 金 471,534
預 り 金 5,392
賞 与 引 当 金 164,405
そ の 他 102,989

固 定 負 債 3,351,958
長 期 借 入 金 2,572,078
退 職 給 付 引 当 金 75,901
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 227,545
ポ イ ン ト 引 当 金 14,419
資 産 除 去 債 務 255,631
長 期 預 り 金 206,344
そ の 他 38
負 債 合 計 6,866,136

純 　 資 　 産 　 の 　 部
株 主 資 本 5,785,121

資 本 金 342,342
資 本 剰 余 金 354,909
資 本 準 備 金 345,998
そ の 他 資 本 剰 余 金 8,911

利 益 剰 余 金 5,254,545
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,254,545

別 途 積 立 金 1,100,000
繰 越 利 益 剰 余 金 4,154,545

自 己 株 式 △166,675
純 資 産 合 計 5,785,121

資 産 合 計 12,651,258 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,651,258
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



2012/12/26 16:48:44 ／ 12878525_アイ・ケイ・ケイ株式会社_招集通知（Ｆ）

損益計算書

－ 28 －

損　益　計　算　書
(平成23年11月 1 日から
平成24年10月31日まで)

　 　 (単位：千円)
科　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 　 12,962,360

売 上 原 価 　 5,772,683

売 上 総 利 益 　 7,189,677

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 5,312,942

営 業 利 益 　 1,876,734

営 業 外 収 益 　 　
受 取 利 息 4,609 　
受 取 手 数 料 3,933 　
受 取 保 険 金 1,530 　

そ の 他 4,440 14,514

営 業 外 費 用 　 　
支 払 利 息 42,555 　
株 式 公 開 費 用 26,187 　

支 払 手 数 料 10,674 　

そ の 他 5,329 84,747

経 常 利 益 　 1,806,502

特 別 損 失 　 　
固 定 資 産 除 却 損 15,048 15,048

税 引 前 当 期 純 利 益 　 1,791,453

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 877,835 　
法 人 税 等 調 整 額 11,961 889,796

当 期 純 利 益 　 901,656
（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成23年11月 1 日から
平成24年10月31日まで)

　 　 (単位：千円)

　

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

資本金

資 本 剰 余 金　 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益剰余金 利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰　余　金
平成23年11月１日残高 336,568 340,224 ― 340,224 1,100,000 3,339,823 4,439,823
事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 5,774 5,774 ― 5,774 ― ― ―
剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― ― △86,935 △86,935
当 期 純 利 益 ― ― ― ― ― 901,656 901,656
自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― ― ―
自 己 株 式 の 処 分 ― ― 8,911 8,911 ― ― ―

事業年度中の変動額合計 5,774 5,774 8,911 14,685 ― 814,721 814,721
平成24年10月31日残高 342,342 345,998 8,911 354,909 1,100,000 4,154,545 5,254,545

　

株  主  資  本

純資産合計
自己株式 株主資本

合　　計

平成23年11月１日残高 △115 5,116,500 5,116,500
事業年度中の変動額 　 　 　

新 株 の 発 行  ― 11,548 11,548
剰 余 金 の 配 当 ― △86,935 △86,935
当 期 純 利 益 ― 901,656 901,656
自 己 株 式 の 取 得 △191,620 △191,620 △191,620
自 己 株 式 の 処 分 25,061 33,972 33,972

事業年度中の変動額合計 △166,559 668,621 668,621
平成24年10月31日残高 △166,675 5,785,121 5,785,121

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　
重要な会計方針
１.　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 …… 移動平均法による原価法
２.　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①　商品

・衣裳・引出物・引菓子
個別法

・その他の商品
最終仕入原価法

②　原材料
最終仕入原価法

③　貯蔵品
最終仕入原価法

３.　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く） …… 定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用して
おります。

主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物　　　　２～41年
機械及び装置　　　　　　　６年
車両運搬具　　　　　　２～６年
工具、器具及び備品　　２～15年

なお、事業用定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、耐用年数を定期借地権の残存期
間、残存価額を零とした償却を行っております。

②　無形固定資産（リース資産を除く） …… 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。
また、定期借地権については、残存期間に基づく定額法によっております。

③  リース資産 ………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法につい
ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20
年10月31日以前のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。
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４.　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 ………… 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

②　賞与引当金 ………… 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上してお
ります。

③　退職給付引当金 …… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。

④　役員退職慰労引当金 …… 役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

⑤　ポイント引当金 …… 当社の冠婚葬祭の会員組織に加入している会員に対して付与した特典（ポイント）
の利用に備えるため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上
しております。

５.　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の処理方法 …… 税抜方式によっております。

　
計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
(１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用)　

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、
「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日公表
分)及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用し
ております。　
　　
表示方法の変更
(損益計算書)
　前事業年度において営業外収益｢その他｣に含めて表示しておりました｢受取保険金｣(前事業年度585千円)は、
金額的重要性が高くなったため、当事業年度において区分掲記しております。
　前事業年度において営業外費用｢その他｣に含めて表示しておりました｢株式公開費用｣(前事業年度4,000千円)
は、金額的重要性が高くなったため、当事業年度において区分掲記しております。
　　　
追加情報
(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)　

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関
する会計基準｣（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び｢会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準
の適用指針｣（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用しております。　
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(信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入)
当社は、平成23年12月12日開催の取締役会において、当社グループ従業員に対する当社の中長期的な企業価

値向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充及び株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じ
た当社の恒常的な発展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン」の導入を決議い
たしました。

本プランでは、当社従業員持株会へ当社株式を譲渡していく目的で設立する「アイ・ケイ・ケイ従業員持株会
専用信託」(以下、従持信託)が、導入後５年間にわたり当社従業員持株会が取得する規模の株式を予め一括して
取得し、当社従業員持株会へ売却を行います。

当該信託契約による当社株式の取得・売却については、当社と従持信託は一体であるとする会計処理を行って
おります。従って従持信託が所有する当社株式を含む資産及び負債並びに収益及び費用については貸借対照表及
び損益計算書に含めて計上しております。

なお、平成24年10月31日現在において従持信託が所有する自己株式は349,400株であります。
　

貸借対照表に関する注記
１.　担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。
建物 3,838,540千円
土地 1,555,717千円

計 5,394,258千円
上記に対応する債務

１年内償還予定の社債 80,000千円
１年内返済予定の長期借入金 962,365千円
長期借入金 2,452,318千円
関係会社の借入金 28,260千円
計 3,522,943千円

２.　有形固定資産の減価償却累計額 4,871,667千円
３.　偶発債務

株式会社極楽の金融機関からの借入金に対して債務保証51,260千円を行っております。
４.　関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 8,060千円
短期金銭債務 467千円
なお、区分掲記したものは除いております。
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 9,026千円
販売費及び一般管理費 44,108千円
営業取引以外の取引高 5,353千円

　
株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び数

普通株式 349,836株
(注)　アイ・ケイ・ケイ従業員持株会専用信託(以下、従持信託)が所有する当社株式を含めて記載しております。

なお、当事業年度末現在において、従持信託が所有する当社株式数は、349,400株であります。
　
税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損損失、減価償却限度超過額、資産除去債務、役員退職慰労引当金等で
あります。

　
資産除去債務に関する注記
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
１.　当該資産除去債務の概要

婚礼施設等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。
２.　当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該契約の期間に応じて10年～41年と見積り、割引率は1.2370％～2.1810％を使用して
資産除去債務の金額を計算しております。

３.　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
期首残高 250,716千円
時の経過による調整額 4,915千円
期末残高 255,631千円

　
リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース取引開始日が平成20年10月31日以前の車両及び事務用機器等
の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

属性 会社等
の名称 住所

資本金
又は

出資金
(千円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容 取引の
内容

取引
金額
(千円)

科目
期末
残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社
スイート
ヴ ィ ラ
ガーデン
株式会社

福岡県
糟屋郡
志免町

50,000

挙式・披露
宴 に 関 す
る企画・運
営 等 の サ
ー ビ ス の
提供

(所有)
直接

100.0
兼任
2名

当 社 グ ル
ー プ の 婚
礼 部 門 を
担当

資金の
回収
(注)１

30,000

１年内
回収
予定の
長期貸
付金
(注)１

30,000

利息の
受入
(注)１

3,026
長期貸
付金
(注)１

190,000

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1.　長期貸付金については、平成23年７月28日に100百万円、同年10月31日に150百万円を実行し、返

済期日は平成30年10月31日、返済方法は年賦返済としております。貸付利率については、市場金利
を勘案して決定しております。

2.　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
　
１株当たり情報に関する注記
１.　１株当たり純資産額 816円28銭
２.　１株当たり当期純利益 127円12銭
(注)　当社は、平成24年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。上記では、

当該株式分割の影響を考慮し、当事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額、
１株当たり当期純利益を算定しております。　

　
重要な後発事象に関する注記
子会社の設立
　平成24年10月15日開催の取締役会において、子会社の設立を決議し、平成24年12月３日に設立いたしまし
た。
１.　設立の目的

高齢化社会の進展により、引退後も豊かな生活を送りたいと願う高齢者のニーズに応えていくため、有料老
人ホームの施設運営、通所介護、訪問介護、居宅介護支援等の介護事業を行う子会社を設立いたしました。

２.　子会社の概要
(１)名称　　　　アイケア株式会社
(２)事業内容　　介護事業
(３)資本金　　　50百万円
(４)出資比率　　当社100％
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年12月14日　
　アイ・ケイ・ケイ株式会社 　
　 取　締　役　会　 御 中 　
　 新日本有限責任監査法人 　
　 　 　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 佐　藤　宏　文 ㊞
　 　 　 　
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 金　子　一　昭 ㊞

　

　 　
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アイ・ケイ・ケイ株式会社の平成23年11月１日か

ら平成24年10月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　
連結計算書類に対する経営者の責任　

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見　
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、アイ・ケイ・ケイ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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会計監査人の監査報告
　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成24年12月14日　
　アイ・ケイ・ケイ株式会社 　
　 取　締　役　会　 御 中 　
　 新日本有限責任監査法人 　
　 　 　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士

　
佐　藤　宏　文
　

㊞

　 　 　 　
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 金　子　一　昭 ㊞

　

　 　
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アイ・ケイ・ケイ株式会社の平成23年11月

１日から平成24年10月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

　
計算書類等に対する経営者の責任　

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

　
監査人の責任　

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　

監査意見　
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
　 監　査　報　告　書 　

　 当監査役会は、平成23年11月１日から平成24年10月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及
び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の
使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び
定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社に対して
事業の報告を求め、必要に応じて子会社に赴き、業務及び財産の状況を調査いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該
事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

　
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　　　なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効である旨の報告を取締役及び新日本

有限責任監査法人から受けております。　
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

　 平成24年12月21日 　

　 アイ・ケイ・ケイ株式会社　監査役会 　
常勤監査役（社外監査役） 小　宮　秀　一 ㊞
社外監査役 白　石　秀　徳 ㊞
社外監査役 武　田　野富和 ㊞
社外監査役 直　江　精　嗣 ㊞

　

以　上
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株主総会参考書類
　
議案及び参考事項

第１号議案　剰余金の処分の件
当社は、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要課題のひとつと認識し、将来の事

業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、経営成績に応じた配当を
実施していく方針であります。

上記方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、以下のとおりとさせていただ
きたいと存じます。

なお、その他の剰余金の処分はございません。
　

（１）配当財産の種類
金銭

（２）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金15円
総額　111,548,460円

（３）剰余金の配当が効力を生じる日
平成25年１月30日
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第２号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

　取締役の経営責任をより明確にするとともに、経営環境の変化に対応して最適な経営体
制を機動的に構築し、また、株主の皆さまからの信任の機会を増やすことを目的として現
行定款第21条において取締役の任期を２年から１年に短縮するものであります。
　なお、これに伴い、任期の調整に関する同条第２項を削除するものであります。
　　　　

２．定款変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

　 （下線は変更部分を示します。）

現　行　定　款 変　　更　　案

（取締役の任期） （取締役の任期）

第21条　取締役の任期は、選任後２年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。

     ２．増員により、または補欠として選任された

取締役の任期は、他の在任取締役の任期の

満了すべき時までとする。

第21条　取締役の任期は、選任後１年以内に終了す

る事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。

　

　　　　　　　　（　削　除　）
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第３号議案　取締役８名選任の件
　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役８名の選任
をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（生 年 月 日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重  要  な  兼  職  の  状  況

所有する当社
の 株 式 数

１

かね
金 　

こ
子 　

か
和

つ
斗

し
志

(昭和27年３月26日)

昭和49年10月 金子興業㈱（現㈱アイ・エス）入社

1,459,100株

昭和49年12月 同社取締役
昭和56年12月 同社代表取締役
平成 7 年 9 月 ㈱九州積善社（現㈱極楽）代表取締役社長（現

任）
平成 7 年11月 当社代表取締役社長（現任）
平成24年12月 アイケア㈱取締役（現任）

２

かね
金

こ
子

はる
晴

み
美

(昭和31年３月２日)

昭和56年 5 月 ㈱ビジネスホテルかねこ（現㈱アイ・エス）入
社

722,100株
昭和63年 3 月 同社取締役
平成 7 年11月 当社取締役衣裳部長（現任）

　 同　 上　 ㈱アイ・ケイ・ケイ不動産（現㈱アイ・エス）
代表取締役

平成 8 年 2 月 ㈱九州公善社（現㈱極楽）取締役

３

まつ
松

もと
本

まさ
正

き
紀

(昭和30年２月21日)

昭和62年 9 月 ㈱ビジネスホテルかねこ（現㈱アイ・エス）入
社

66,700株
平成 7 年11月 当社入社
平成 9 年 9 月 当社取締役調理部長（現任）
平成12年10月 ㈱極楽監査役
平成23年 1 月 ㈱極楽取締役（現任）
平成24年12月 アイケア㈱取締役（現任）

４

と
登

だ
田 　

あきら
朗

(昭和28年７月24日)

平成13年 4 月 ㈱三井住友銀行丸の内仲通支店長

14,700株

平成14年 7 月 同行業務監査部上席考査役
平成17年 4 月 同行人材開発部付当社出向
平成17年 7 月 当社経営管理部長
平成18年 1 月 ㈱極楽監査役
平成18年 4 月 当社転籍
平成18年 5 月 当社取締役経営管理部長
平成18年11月 ㈱極楽取締役　
平成19年 2 月 当社取締役経営管理部長
平成20年 8 月 当社取締役管理本部長兼経営管理部長
平成23年 1 月 ㈱極楽監査役（現任）
平成24年 2 月 当社取締役管理本部長兼人事部長（現任）　
平成24年12月 アイケア㈱監査役（現任）
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候 補 者
番 号

ふ
氏

り
　

が
　

な
名

（生 年 月 日）
略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び
重  要  な  兼  職  の  状  況

所有する当社
の 株 式 数

５

てら
寺

ざわ
澤

だい
大

すけ
輔

(昭和43年４月19日)

平成 4 年 4 月 アイ・ケイ・ケイ㈱（現㈱アイ・エス) 入社

21,400株

平成 7 年11月 当社入社
平成14年10月 当社鳥栖支店支配人
平成15年 5 月 当社総支配人　
平成17年 4 月 当社営業部長
平成18年 5 月 当社取締役
平成18年 6 月 当社取締役人事部長
平成19年 2 月 当社取締役人事部長
平成24年 2 月 当社取締役経営企画部長（現任）
平成24年12月 アイケア㈱代表取締役社長（現任）

６

きく
菊

ち
池

あき
旭

みつ
貢

(昭和52年３月３日)

平成11年 4 月 当社入社

9,400株

平成16年 4 月 当社鳥栖支店支配人代理
平成17年 2 月 当社富山支店支配人
平成19年 1 月 当社富山支店総支配人代理
平成19年 7 月 当社営業部長
平成22年 1 月 当社取締役営業部長（現任）
平成23年 4 月 スイート ヴィラ ガーデン㈱代表取締役社長

（現任）

７

もろ
諸

おか
岡

やす
安

のり
名

(昭和34年１月７日)

平成15年 6 月 ㈱佐賀銀行福岡本部調査役

12,300株

平成16年10月 同行主任調査役人事企画部付当社出向　
 同　 上　 当社経営企画室長

平成19年 1 月 当社経営企画部長　
平成19年 7 月 当社転籍、取締役経営企画部長　

 同　 上　 ㈱極楽取締役
平成24年 2 月 当社取締役経営管理部長（現任）
平成24年12月 アイケア㈱取締役（現任）　

８

　
なり
成

とみ
富

とし
敏

ゆき
幸

(昭和19年12月15日)

平成10年 6 月 ㈱佐賀銀行取締役

4,400株
平成14年 6 月 佐銀リース㈱代表取締役専務
平成18年 5 月 当社取締役　
平成19年 2 月 当社取締役（現任）

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．社外取締役候補者に関する項目
　　① 成富敏幸氏は社外取締役候補者であります。

② 成富敏幸氏を社外取締役候補者とした理由は、当社経営陣の中に社外取締役による客観的視点を取り入れ、取締役会の健
全な運営に資するためであります。

③ 成富敏幸氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって５年11
ヶ月であります。

３．当社は、社外取締役候補者である成富敏幸氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第1項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令が定める額としております。
なお、同氏が再任された場合、当社は同氏との間で当該契約を継続する予定であります。

　以　上
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地図

　

株主総会会場ご案内図
福岡県福岡市博多区東月隈３丁目27－２

ララシャンス　博多の森　ヴィラ・フォーレ
電話　０５０－３５３９－１１２２

豊１丁目

空港通

国道３号線

国内線
ターミナル

稲城

柏木

コジマデンキ

ユ
ニ
バ
通
り

五斗蔵

福岡空港

セブン
イレブン

東平尾
公園入口

おどり寿司
テニス
コート前

東平尾
公園

陸上競技場
博多の森競技場 坂瀬池東

アクシオン福岡
県立プール席田中学校

県立プール前
県立プール入口

月隈

月隈 月隈東

西月隈都市高速道路

金の隈

半道橋

ララシャンス
博多の森

地下鉄・バスをご利用の方
■福岡市営地下鉄「福岡空港駅」下車、４番出口より「福岡空港前」バス停へ向かい

ます。西鉄バス「宇美営業所行き３番」または「イオンモール福岡行き」
　に乗車し、「福祉公園前」で下車、徒歩２分

タクシーをご利用の方
■福岡空港からタクシーで約10分

お車でお越しの方
■北九州方面からお越しの方

福岡ICから福岡都市高速道路に乗り継ぎ「空港通」ランプから車で約15分
■鳥栖・熊本方面からお越しの方

太宰府ICから福岡都市高速道路に乗り継ぎ「金の隈」ランプから車で約15分
　　 　 　 　　 　

　 　 　 　

　　 　 　 　　 　




